
事務連絡

月日
問い 回答

2024/3/28

問２ 「看護職員処遇改善評価料の取扱いに関する疑義解釈資料の

送付に ついて（その１）」（令和４年９月５日事務連絡）別添の問

18において、「Ａ５００」看護職員処遇改善評価料について、賃金

改善に伴い増加する賞与、時間外勤務手当等、法定福利費等の事業

者負担分及び退職手当については、「基本給等の引き上げにより増

加した分については、 賃金改善の実績額に含めてよい。ただし、ベ

ア等には含めないこと。」とされていたが、ベースアップ評価料に

ついても同様か。

ベースアップ評価料は、対象職員のベア等及びそれに伴う賞与、時間外手当、法

定福利費(事業者負担分等を含む)等の増加分に用いること。

2024/3/28

問３ 医科点数表における「Ｏ０００」及び歯科点数表における

「Ｐ０００」看護職員処遇改善評価料（以下単に「看護職員処遇改

善評価料」 という。）並びにベースアップ評価料の施設基準におい

て、「決まって 毎月支払われる手当」を支払う場合に、その金額を

割増賃金（超過勤務手当）や賞与に反映させる必要はあるのか。

労働基準法第37条第５項及び労働基準法施行規則第21条で列挙され ている手当

に該当しない限り、割増賃金の基礎となる賃金に算入して割増賃金を支払う必要

がある。当該評価料に係る「決まって毎月支払われる手当」については、その性

質上、上記手当には該当しないことから、割増賃金の基礎となる賃金に算入して

割増賃金を支払う必要がある。 なお、「決まって毎月支払われる手当」をいわ

ゆる賞与の算定に際して反映させるか否かは、各医療機関の定めによる。

2024/3/28

問４ 看護職員処遇改善評価料及びベースアップ評価料において、

対象職員の賃金の改善措置を実施する具体的方法（金額・割合等）

について、職員に応じて区分することは可能か。

可能。各保険医療機関又は訪問看護ステーションの実情に応じて、賃金の改善措

置の方法を決定すること。

本資料は令和6年度診療報酬改定のベースアップ評価料に関する疑義解釈をもとに日本看護協会で抜粋したものです。（2025年8月時点）

https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/001303606.pdf

1．賃金改善の具体的な方法等に関連するもの
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2024/3/28

問９ 「Ｏ１００」外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）、「Ｐ１

００」歯 科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）、「０６」訪問看

護ベースアッ プ評価料（Ⅰ）の施設基準において、令和６年度に対

象職員の基本給等を令和５年度と比較して２分５厘以上引き上げ、

令和７年度に対象 職員の基本給等を令和５年度と比較して４分５厘

以上引き上げた場合 については、40 歳未満の勤務医、勤務歯科

医、事務職員等の当該保険医療機関又は当該訪問看護ステーション

に勤務する職員の賃金(役員報酬を除く。)の改善(定期昇給によるも

のを除く。)を実績に含めることができることとされているが、基本

給等の引き上げ率についてどのように考えればよいか。

引き上げ率の確認については、次のいずれかの方法で行うこと。 ① 給与表等に

定める対象職員の基本給等について、令和５年度と比較し、令和６年度に2.5％

又は令和７年度に4.5％の引き上げになっているかを確認する。 ② 以下の計算式

により基本給等の改善率を算出する。

2024/3/28

問11 ベースアップ評価料において、「特掲診療料の施設基準等及

びその届出に関する手続きの取扱いについて」（令和６年３月５日

保医発 0305 第６号）の別表４のミ及び「訪問看護ステーションの

基準に係る届出 に関する手続きの取扱いについて」（令和６年３月

５日保医発 0305 第 ７号）の別表１のミ「その他医療に従事する職

員（医師及び歯科医師を除く。）」とは、具体的にどのような職員

か。

別表４又は別表１のア～マに該当しない職種の職員であって、医療機関又は訪問

看護ステーションにおける業務実態として、主として医療に従事しているものを

指す。ただし、専ら事務作業(医師事務作業補助者、 歯科業務補助者、看護補助

者等が医療を専門とする職員の補助として行う事務作業を除く。)を行うものは

含まれない。

2024/3/28

問 12 看護職員処遇改善評価料、ベースアップ評価料についての施

設基準における対象職員には、「特掲診療料の施設基準等及びその

届出に関する手続きの取扱いについて」別表４又は「訪問看護ス

テーションの基準に係る届出に関する手続きの取扱いについて」別

表１に含まれる職種であって、派遣職員など、当該保険医療機関又

は当該訪問看護ステ ーションに直接雇用されていないものも含むの

か。

対象とすることは可能。 ただし、賃金改善を行う方法等について派遣元と相談

した上で、「賃金 改善計画書」や「賃金改善実績報告書」について、対象とす

る派遣労働者を含めて作成すること。
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2024/3/28

問 17 看護職員処遇改善評価料及びベースアップ評価料において、

賃金改善に伴い増加する法定福利費等について、どのような範囲を

指すのか。

次の①及び②を想定している。 ① 健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、

児童手当拠出金、雇用保険料、労災保険料等における、賃金改善に応じた増加分

（事業者負 担分を含む。） ② 退職手当共済制度等における掛金等が増加する場

合の増加分（事業者負担分を含む。）

2024/4/12

問４ ベースアップ評価料の施設基準において、「対象職員のベア

等及びそれ に伴う賞与、時間外手当、法定福利費(事業者負担分等

を含む)等の増加分に用いること。」とあるが、時給制で労働する対

象職員について、時給の引き上げによって賃上げを実施してもよい

か。

差し支えない。また、この場合において、労働時間が短縮したことにより 月の

給与総額が減少していても、差し支えない。 ただし、届出等に係る「対象職員

の給与総額」の記入においては、実際に対象職員に対し支払った給与総額を用い

ること。

2024/4/26

問３ ベースアップ評価料と政府目標（令和６年度＋2.5％、令和７

年度＋ 2.0％のベースアップ）の関係如何。

当該評価料の算定にあたっては、施設基準において、その収入の全額を対 象職

員のベースアップ等及びそれに伴う賞与、時間外手当、法定福利費(事 業者負担

分等を含む)等の増加分に用いることが要件とされている。その上で、さらに当

該評価料以外の収入や、賃上げ促進税制などの活用により、政府目標の達成を目

指すことが望ましい。

2024/4/26

問４ ベースアップ評価料による収入を対象職員の賃上げに用いる

場合、例えば現行の賃金水準が低い職員・職種に重点的に配分する

など、対象職員ごとに賃金改善額に差をつけてよいか。

差し支えない。

2024/4/26

問５ ベースアップ評価料の届出及び賃金改善計画書若しくは賃金

改善実績報告書の作成を行うに当たり、対象職員の給与総額に法定

福利費等の事業主負担分を含めて計上するに当たって、「Ｏ００

０」看護職員処遇改善評価料と同様に、法定福利費が必要な対象職

員の給与総額に 16.5％（事業 主負担相当額）を含めて計上してもよ

いか。

差し支えない。
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2024/4/26

問７ 「疑義解釈資料の送付について（その１）」（令和６年３月

28 日事務連 絡）別添２の問12において、看護職員処遇改善評価料

及びベースアップ 評価料の対象職員として派遣職員など、医療機関

又は訪問看護ステーショ ンに直接雇用されていないものを含むとし

ているが、どのような方法で当該職員の賃上げを行えばよいか。

例えば派遣職員については、保険医療機関から派遣会社に支払う派遣料金の増額

等により、派遣会社が派遣職員へ支払う給与を増額すること。

2024/5/10

問１ 「Ｏ１００」外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）、「Ｐ１

００」歯科外 来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）、「０６」訪問看

護ベースアップ評価料 （Ⅰ）の施設基準において、令和６年度に対

象職員の基本給等を令和５年 度と比較して２分５厘以上引き上げ、

令和７年度に対象職員の基本給等を令和５年度と比較して４分５厘

以上引き上げた場合については、40 歳未 満の勤務医、勤務歯科

医、事務職員等の当該医療機関又は当該訪問看護ス テーションに勤

務する職員の賃金(役員報酬を除く。)の改善(定期昇給によるものを

除く。)を実績に含めることができることとされているが、どの時点

から40歳未満の勤務医、勤務歯科医、事務職員等の賃金の改善を行

うことができるのか。

令和６年度に対象職員の基本給等を令和５年度と比較して2.5％以上引き 上げた

月又は令和７年度に対象職員の基本給等を令和５年度と比較して 4.5％以上引き

上げた月以降に可能となる。具体的には、以下の時点以降か ら40歳未満の勤務

医、勤務歯科医、事務職員等の賃金の改善を行うことが 考えられる。

① 令和６年度において、「賃金改善計画書」の「Ⅳ．対象職員（全体）の 基本

給等に係る事項」に示す「（19）ベア等による賃金増率」で算出され る値を

2.5％以上として、当該計画書を地方厚生（支）局⾧に届け出た上 で、算定を開

始した月。

 ② 患者数等の変動等により当該評価料による収入が、「賃金改善計画書」 にお

いて予定していた額を上回った場合において、ベースアップ評価料 を算定した

月まで遡及して、対象職員の基本給等を令和５年度と比較し て令和６年度に

2.5％以上引き上げ、令和７年度に4.5％以上引き上げた時点。 なお、令和６年４

月より賃金の改善を行った保険医療機関又は訪問看護ステーションについては、

令和６年４月以降の賃金の改善分についても、当該評価料による賃金改善の実績

の対象に含めてよい。
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2024/5/10

問２ 「ベースアップ評価料」を算定する医療機関又は訪問看護ス

テーションに勤務する職員が、介護報酬における「介護職員等処遇

改善加算」又は障害福祉サービス等報酬における「福祉・介護職員

等処遇改善加算」を算定する介護サービス事業所等の従事者を兼務

している場合であって、当該加算を原資とする賃金改善の対象と

なっている場合について、ベースアップ評価料における対象職員及

び給与総額はどのように考えればよいか。

当該医療機関又は訪問看護ステーションにおける業務実態として、主として医療

に従事しているものについて、対象職員として含めて差し支えない。ただし、対

象職員ごとの給与総額について、業務実態に応じて常勤換算方法等により按分し

て計算することを想定している。

また、「介護職員等処遇改善加算」及び「福祉・介護職員等処遇改善加算」によ

る賃上げ分については、外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）、歯科外来・在宅

ベースアップ評価料（Ⅱ）、入院ベースアップ評価料及び訪問看護ベースアップ

評価料（Ⅱ）の算出の際に用いる「対象職員の給与総額」の計算にあたり、含め

ないものとする。

なお、当該「介護職員等処遇改善加算」及び「福祉・介護職員等処遇改善加算」

による賃上げ分については、ベースアップ評価料に係る「賃金改善計画書」及び

「賃金改善実績報告書」における賃金改善の見込み額及び実績額の記載におい

て、ベースアップ評価料による算定金額以外の適切な欄に記載することとする。

なお、令和６年４月及び５月分の「介護職員処遇改善算」、「介護職員等特定処

遇改善加算」、「介護職員等ベースアップ等加算」、「福祉・介護職員処遇改善

加算」、「福祉・介護職員等特定処遇改善加算」及び「福祉・介護職員等ベース

アップ等加算」についても、同様の取扱いとする。これに伴い、「疑義解釈資料

の送付について（その３）」（令和６年４月26日事務連絡）別添２の問６は廃止

する。

2024/11/5

問４ ベースアップ評価料において、賃金の改善については、算定

開始月から実施する必要があるか。

原則算定開始月から賃金改善を実施し、算定する月においては実施する必要があ

る。なお、令和６年４月より賃金の改善を行った保険医療機関又は訪問看護ス

テーションについては、令和６年４月以降の賃金の改善分についても、当該評価

料による賃金改善の実績の対象に含めてよい。

ただし、届出時点において「賃金改善計画書」の作成を行っているものの、条例

の改正が必要であること等やむを得ない理由により算定開始月からの賃金改善が

実施困難な場合は、同年度末までに算定開始月まで遡及して賃金改善を実施する

場合に限り、算定開始月から賃金改善を実施したものとみなすことができる。

なお、これに伴い、「疑義解釈資料の送付について（その１）」（令和６年３月

28 日事務連絡）別添２の問６は廃止する。
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事務連絡

月日
問い 回答

2024/3/28

問５ 看護職員処遇改善評価料及びベースアップ評価料において、

基本給等について、常勤職員へは当月払いし、非常勤職員へは翌月

払いしている場合、賃金の実績額及び改善実施期間はどのように判

断すべきか。

いずれについても、基本給等の支払われた月ではなく、対象となった月で判断す

る。

2024/3/28

問８ ベースアップ評価料について、区分変更を行う場合はどのよ

うな届出が必要か。

それぞれ以下のとおり。

○ 保険医療機関（医科）については、「特掲診療料の施設基準等に係る届出

書」及び「外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）に係る届出書添付書類」又は

「入院ベースアップ評価料に係る届出書添付書類」の届出が必要

○ 保険医療機関（歯科）については、「特掲診療料の施設基準等に係る届出

書」及び「歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）に係る届出書添付書類」又

は「入院ベースアップ評価料に係る届出書添付書類」の届出が必要

○ 訪問看護ステーションについては、「訪問看護ベースアップ評価料（Ⅱ）の

施設基準に係る届出書添付書類」が必要

なお、いずれの場合についても「賃金改善計画書」については、更新する必要は

ない。

2024/3/28

問 10 問９について、給与表等の存在しない医療機関又は訪問看護

ステーションにおいて、令和５年度と令和６年度及び令和７年度を

比較して対象職員の変動がある場合、計算式中の対象職員の基本給

等の総額について、どのように考えたらよいか。

令和５年度及び令和６年度又は令和７年度のいずれの年度においても在籍してい

る対象職員について、計算式に則り算出を行う。

ただし、いずれの年度においても在籍している対象職員が存在しない等の理由で

この方法による算出が困難な場合においては、各年度における全ての対象職員の

基本給等の総額を用いて算出を行ってもよい。

2024/4/12

問３ ベースアップ評価料の届出についてはどのように行えばよい

か。

ベースアップ評価料に係る届出については、医療機関等の所在地を管轄す る地

方厚生（支）局都道府県事務所ごとに設定されたメールアドレスに、エ クセル

ファイルを提出することにより行うこと。ただし、自ら管理するメー ルアドレ

スを有しない等の場合には、書面による提出を妨げない。なお、メ ールアドレ

スについては各地方厚生（支）局のホームページを参照すること。

2．届出、計画、報告等に関連するもの
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2025/1/10

問１ 従来どおり「特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する

手続きの取扱いについて」の別添２の様式95 及び「賃金改善計画

書」を用いて、外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）及び歯科外

来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）の届出を行うことは可能か。

可能。訪問看護ステーションについても、同様である。

2025/1/10

問２ 外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）及び歯科外来・在宅

ベースアップ評価料（Ⅰ）と同時に外来・在宅ベースアップ評価料

（Ⅱ）、歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）又は入院ベース

アップ評価料の届出を新たに行う場合、本事務連絡の別添２を用い

て、届出を行うことは可能か。

不可。この場合には「ベースアップ評価料に係る届出様式の改定について」

（令和６年９月11 日事務連絡）別添１に定める以下の書類の提出が必要。

○ 「特掲診療料の施設基準等に係る届出書」

○ 「外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）に係る届出書添付書類」又は「歯科

外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）に係る届出書添付書類」（様式95）

○ 「外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）に係る届出書添付書類」「歯科外

来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）に係る届出書添付書類」（様式96）又は「入

院ベースアップ評価料に係る届出書添付書類」（様式97）

○ 「賃金改善計画書」

また、訪問看護ベースアップ評価料（Ⅰ）と同時に訪問看護ベースアップ評価料

（Ⅱ）を届け出る場合には、本事務連絡の別添１に定める以下の書類の提出が必

要。

○ 「訪問看護ベースアップ評価料（Ⅰ）の施設基準に係る届出添付書類」（別

紙様式11）

○ 「訪問看護ベースアップ評価料（Ⅱ）の施設基準に係る届出添付書類」（別

紙様式11）

○ 「賃金改善計画書」

2025/1/10

問３ 別添２により、外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）又は歯

科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）を届け出た医療機関が、そ

の翌月以降に外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）、歯科外来・在

宅ベースアップ評価料（Ⅱ）又は入院ベースアップ評価料の届出を

新たに行う場合も、問２と同様の取扱いとなるのか。

そのとおり。訪問看護ステーションについても、同様である。
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2025/1/10

問４ 令和７年１月以降に「特掲診療料の施設基準等及びその届出

に関する手続きの取扱いについて」の別添２の様式95 及び「賃金改

善計画書」を用いて、外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）及び歯

科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）の届出を行った医療機関

が、その翌月以降に外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）、歯科外

来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）又は入院ベースアップ評価料の

届出を新たに行う場合はどのような書類が必要となるのか。

問２に記載されている書類が必要となる。訪問看護ステーションについても、同

様である。ただし、令和７年２月より前に外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）

及び歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）の算定を開始している医療機関又

は訪問看護ベースアップ評価料（Ⅰ）の算定を開始している訪問看護ステーショ

ンは、「ベースアップ評価料に係る届出様式の改定について」（令和６年９月11

日事務連絡）別添２の問３のとおりである。なお、修正した「賃金改善計画書」

の提出は必須ではないが、再度地方厚生（支）局⾧に提出しても差し支えない。

（参考）令和６年９月11 日事務連絡別添２の問３

問３ 外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）、歯科外来・在宅ベースアップ評価料

（Ⅰ）を届け出ている医療機関又は訪問看護ベースアップ評価料（Ⅰ）を届け出ている

訪問看護ステーションが、その翌月以降に外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）、歯科

外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）、入院ベースアップ評価料又は訪問看護ベース

アップ評価料（Ⅱ）の届出を新たに行う場合は、どのような届出が必要か。

答 それぞれ以下のとおり。

○ 保険医療機関（医科）については、「特掲診療料の施設基準等に係る届出書」及び

「外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）に係る届出書添付書類」又は「入院ベースアッ

プ評価料に係る届出書添付書類」の届出が必要

○ 保険医療機関（歯科）については、「特掲診療料の施設基準等に係る届出書」及び

「歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）に係る届出書添付書類」又は「入院ベース

アップ評価料に係る届出書添付書類」の届出が必要

○ 訪問看護ステーションについては、「訪問看護ベースアップ評価料（Ⅱ）の施設基準

に係る届出添付書類」の届出が必要
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2025/1/10

問５ 本事務連絡による訪問看護ベースアップ評価料の届出様式の

改定趣旨如何。

届出を行う訪問看護ステーションの負担を軽減し、円滑な届出を可能とする観点

から、以下について改定を行った。

○ 「賃金改善計画書」の基本給等総額における、「医療保険の利用者割合」を

乗じる計算処理の削除。

○ 「賃金改善計画書」のベースアップ評価料対象外職種の基本給等に係る事項

における、給与総額の記載項目の削除。

○ 「賃金改善計画書」の基本給等に係る事項における、職種グループ別の記載

項目の削除。

○ その他、記載上の注意等の文言に係る修正。

なお、既に届出を行った訪問看護ステーションは、改定後の様式で改めて届出を

行う必要はない。また、改定前の様式で届出を行うことも可能である。

2025/3/31

問１ 本事務連絡による届出様式の改定趣旨如何。 届出を行う医療機関及び訪問看護ステーション（以下「医療機関等」という。）

の賃金改善の実績報告の負担を軽減する観点から、「賃金改善実績報告書」につ

いて以下の改定を行った。

○ 賃金引上げの実施方法欄の削除。

○ ベースアップ評価料の算定実績の記載方法の簡略化。

○ 全体の賃金改善の実績額の記載の削除。

○ 基本給等に係る事項の簡略化。

○ ベースアップ評価料対象外職種の基本給等に係る事項における給与総額の記

載の削除。

○ その他記載上の注意にかかる加筆及び修正。

また、上記に合わせて「賃金改善計画書」についても、全体の賃金改善の実績額

の記載の削除に係る改定を行った。

2025/3/31

問２ 本事務連絡による改定前の届出様式でベースアップ評価料の

届出及び賃金改善計画書並びに賃金改善実績報告書の提出を行うこ

とは可能か。

可能。
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2025/3/31

問３ 令和７年３月時点で既にベースアップ評価料の算定を開始し

ている医療機関等が、令和７年４月以降に継続してベースアップ評

価料を算定する場合に必要な手続き如何。

以下の２点が必要。

① 令和７年度分の「賃金改善計画書」を４月に作成し、令和７年６月30 日まで

に厚生局に提出すること。

② 令和６年度分の「賃金改善実績報告書」を作成し、令和７年８月31 日までに

厚生局に提出すること。

2025/3/31

問４ 問３の①に関連して、外来・在宅ベースアップ評価料

（Ⅱ）、歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）又は入院ベース

アップ評価料を現に算定している医療機関が区分変更の届出を行お

うとする場合、区分変更の届出と同時に令和７年度分の「賃金改善

計画書」の提出を行うことは可能か。

可能。その場合には、以下の書類を提出すること。

・「特掲診療料の施設基準等に係る届出書」

・「外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）、歯科外来・在宅ベースアップ評価料

（Ⅱ）に係る届出書添付書類」又は「入院ベースアップ評価料に係る届出書添付

書類」

・令和７年度分の「賃金改善計画書」

なお、訪問看護ステーションも同様である。

2025/3/31

問５ 問３に関連して、外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）又は

歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）のみを届出している医療

機関が、令和７年４月以降に継続してベースアップ評価料を算定す

る場合に、本事務連絡の別添３に定める様式を用いて令和７年度分

の「賃金改善計画書」を提出することは可能か。

可能。その場合には以下の書類を提出すること。

・「外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）又は歯科外来・在宅ベースアップ評価

料（Ⅰ）の施設基準に係る届出書添付書類」（別添）

・「賃金改善計画書」

なお、訪問看護ステーションについても同様である。
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2025/3/31

問６ 問３の場合において、本事務連絡の別添１又は別添２に定め

る様式の「賃金改善計画書」を用いる場合、賃金改善の見込み額を

判断する際の当該評価料による「賃金の改善措置が実施されなかっ

た場合の給与総額」及び「賃金改善しなかった場合の基本給等総

額」はどのように考えるか。

令和６年度から引き続きベースアップ評価料を算定する場合にあっては、令和６

年度に賃金改善を実施する前の給与体系における給与総額及び基本給等総額を、

当該評価料による「賃金の改善措置が実施されなかった場合の給与総額」及び

「賃金改善しなかった場合の基本給等総額」として考えるものとする。

具体的には以下の例が考えられる。

例１ 給与表の改定を行った場合にあっては、例えば、令和７年度の対象職員の

年齢・職位等を令和５年度の給与表に当てはめた場合の給与総額及び基本給等総

額を算出する。

例２ 給与表等の存在しない医療機関等においては、令和５年度の対象職員の給

与総額及び基本給等総額に令和６年度中の定期昇給分のみを加えて算出する。

例３ 賃金改善分を手当として支払っている場合にあっては、当該手当を除く給

与総額及び基本給等総額を算出する。

※例１から例３の算出に際しては、令和５年度から令和７年度まで在籍している

対象職員のみについて算出を行うことは差し支えない。

例４ 対象職員の変動や人数が変化しているため、こうした方法による算出が困

難な場合については、令和５年度における対象職員の給与総額及び基本給等総額

に令和６年度中の定期昇給分を加えた額の１人当たり平均額に令和６年度末ある

いは令和７年度の対象職員数に乗じたものを用いて算出を行ってよい。

2025/3/31

問７ ベースアップ評価料の届出様式における「給与総額」と「基

本給等総額」の定義如何。

「給与総額」とは基本給のほか、各種手当や賞与等、法定福利費の事業主負担分

を含む金額であり、「基本給等総額」とは「給与総額」のうち、基本給及び決

まって毎月支払われる手当を指す。

2025/3/31

問８ 問３の場合において、本事務連絡の別添３又は別添４に定め

る様式により、「賃金改善計画書」を作成する場合、「基本給等に

係る賃金改善の見込み額（１か月分）」はどのように考えるか。

令和６年度から引き続きベースアップ評価料を算定する場合にあっては、令和６

年度に賃金改善しなかった場合の対象職員全体の基本給等総額（令和６年度の賃

金改善実施期間の開始月１か月分）と令和７年度の対象職員全体の基本給等総額

（令和７年度の賃金改善実施期間の開始月１か月分）との差分を「基本給等に係

る賃金改善の見込み額（１か月分）」として考えるものとする。
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2025/3/31

問９ 令和６年４月から令和７年３月までの間にベースアップ評価

料を算定した医療機関等が、同期間内にベースアップ評価料の届出

の取り下げを行った場合においても、令和７年８月に「賃金改善実

績報告書」を提出する必要はあるか。

必要。「ベースアップ評価料に係る届出様式の改定について」（令和６年９月11

日事務連絡）別添２の問６を参照のこと。

2025/3/31

問10 本事務連絡の別添１、別添２、別添５及び別添７の「賃金改

善実績報告書」に記載する「基本給等に係る賃金改善実績額」の計

算について、どのように考えたらよいか。

賃金改善の実績額の計算については、ベースアップ評価料の届出にかかる賃金改

善の実施前後の給与体系における基本給等総額の差分により計算する。

2025/3/31

問11 本事務連絡の別添６の「賃金改善実績報告書」に記載する

「ベア等による賃金改善実績額」の計算について、どのように考え

たらよいか。

問10 と同様に、ベースアップ評価料の届出にかかる賃金改善の実施前後の給与

体系における基本給等総額の差分により計算するが、定期昇給の制度がある医療

機関にあっては、基本給等総額の差分から定期昇給相当分を差し引くこと。

2025/3/31

問12 問10 及び問11 に関連して、給与表等の存在しない医療機関

又は訪問看護ステーションにおいて、令和５年度と令和６年度を比

較して対象職員の変動がある場合、令和６年度の「賃金改善実績報

告書」におけるベースアップ評価料による賃金改善の実施前後の基

本給等総額について、どのように考えたらよいか。

令和５年度及び令和６年度のいずれの年度においても在籍している対象職員のみ

を対象として、ベースアップ評価料の届出にかかる賃金改善の実施前後の基本給

等総額の差分を計算すること。その際、「対象職員の常勤換算数」の項目には、

実際の人数ではなく、令和５年度及び令和６年度のいずれの年度においても在籍

している対象職員の常勤換算数について記載すること。

なお、上記による算出が困難なやむを得ない場合については、問６の例４に示す

とおり、令和５年度における全ての対象職員の基本給等の総額（人数が変化して

いる場合には、令和５年度における１人当たりの平均額を令和６年度の対象職員

数に乗じたもの）を用いて算出を行ってよい。

また、令和７年度の「賃金改善実績報告書」においては、令和５年度及び令和７

年度のいずれの年度においても在籍している対象職員のみを対象として、同様の

計算を行うこと。

2025/3/31

問13 実際に行った賃金改善が届出に作成した「賃金改善計画書」

の記載内容と異なっている場合、「賃金改善計画書」の内容と８月

に提出する「賃金改善実績報告書」の内容が異なっていても問題な

いか。

実際に行った賃金改善実績が「賃金改善実績報告書」に記載されていれば問題な

い。また、「賃金改善実績報告書」の記載にあたり、必要に応じて、届出時点の

「賃金改善計画書」を修正しても構わない。
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事務連絡

月日
問い 回答

2024/3/28

問 13 外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）及び歯科外来・在宅

ベースア ップ評価料（Ⅱ）の施設基準において、「【Ｂ】に基づ

き、別表５に従い該当するいずれかの区分を届け出ること。」とあ

るが、「該当するいずれかの区分」について、どのように考えれば

よいか。

例えば、【Ｂ】の値が3.0である場合については、保険医療機関（医科）は「外

来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）１」、「外来・在宅ベースアップ評価料

（Ⅱ）２」又は「外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）３」のいずれか、保険医

療機関（歯科）は「歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）１」、「歯科外

来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）２」又は「歯科外来・在宅ベースアップ評価

料（Ⅱ）３」のいずれかを届け出ることができる。

なお、訪問看護ベースアップ評価料（Ⅱ）についても同様の取扱いとなる。

2024/3/28

問14 外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）、歯科外来・在宅ベー

スアップ 評価料（Ⅱ）、入院ベースアップ評価料及び訪問看護ベー

スアップ評価料（Ⅱ）の施設基準における「国、地方公共団体及び

保険者等が交付する補助金等に係る収入金額」について、具体的な

範囲如何。

国、地方公共団体及び保険者等が交付する収入金額であって、保険医 療機関等

に交付されているものを指す。例えば、地方自治体による単独の補助事業、保険

者が委託する健診、病院の運営に当てられる地方自治体からの繰入金等が含まれ

る。

2024/3/28

問15 外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）、歯科外来・在宅ベー

スアップ 評価料（Ⅱ）、入院ベースアップ評価料及び訪問看護ベー

スアップ評価 料（Ⅱ）の施設基準において、「常勤換算２名以上の

対象職員が勤務し ていること。」とされているが、当該保険医療機

関又は当該訪問看護ステーションの職員の退職又は休職等により、

要件を満たさなくなった 場合についてどのように考えれば良いか。

常勤換算の職員が２名を下回った場合は、速やかに地方厚生(支)局⾧ に届出の変

更を行い、当該変更の届出を行った日の属する月の翌月から 算定を行わないこ

と。ただし、暦月で３か月を超えない期間の一時的な 変動の場合はこの限りで

はない。

3．ベースアップ評価料（Ⅱ）等に関連するもの
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2024/3/28

問16 看護職員処遇改善評価料、外来・在宅ベースアップ評価料

（Ⅱ）、歯 科外来・在宅ベースアップ評価料）（Ⅱ）、入院ベース

アップ評価料及 び訪問看護ベースアップ評価料（Ⅱ）の対象となる

職員には、労働基準法（昭和22年法律第49号）第65条に規定する休

業、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に

関する法律（平成３ 年法律第 76 号。以下「育児・介護休業法」と

いう。）第２条第１号に 規定する育児休業、同条第２号に規定する

介護休業又は育児・介護休業法第23条第２項に規定する育児休業に

関する制度に準ずる措置若しくは育児・介護休業法第24条第１項の

規定により同項第２号に規定する育児休業に関する制度に準じて講

ずる措置による休業を取得中の職員等も含むのか。

含まない。

2024/4/12

問２ 「Ｏ１０１」外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）、「Ｐ１

０１」歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）、「Ｐ１０２」入

院ベースアップ評価料及び「訪問看護療養費に係る指定訪問看護の

費用の額の算定方法」における「０６」訪問看護ベースアップ評価

料（Ⅱ）の施設基準において「常勤換算２名以上の対象職員が勤務

していること。」とあるが、育児休業、介 護休業等育児又は家族介

護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法 律第76号）第23条

第１項若しくは第３項又は第24条の規定による措置が講じられ、当

該労働者の所定労働時間が短縮された者の場合、常勤とみなしてよ

いか。

週30時間以上勤務している者であれば、常勤とみなすこと。
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事務連絡

月日
問い 回答

2024/3/28

問７ ベースアップ評価料の施設基準において、対象職員に対し

て、賃金改善を実施する方法等について、『賃金改善計画書』の内

容を用いて周知するとともに、就業規則等の内容についても周知す

ることとされているが、周知の具体的方法如何。

例えば、「賃金改善計画書」及び就業規則等を書面で配布する方法や職員が確認

できる箇所に掲示する方法が挙げられる。

2024/5/31

問１ ベースアップ評価料について、患者等に対して説明する場合

は、どのような対応をすればよいか。

厚生労働省のホームページに掲載しているリーフレット等を活用し、適切な対応

をお願いしたい。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00053.html

4．周知方法に関連するもの
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事務連絡

月日
問い 回答

2024/3/28

問１ 「診療報酬の算定方法」別表第一医科診療報酬点数表（以下

「医科 点数表」という。）における「Ｏ１００」外来・在宅ベース

アップ評価料（Ⅰ）、「Ｏ１０１」外来・在宅ベースアップ評価料

（Ⅱ）及び「Ｏ １０２」入院ベースアップ評価料、「診療報酬の算

定方法」別表第二歯科診療報酬点数表（以下「歯科点数表」とい

う。）における「Ｐ１００」 歯科外来・在宅ベースアップ評価料

（Ⅰ）、「Ｐ１０１」歯科外来・在 宅ベースアップ評価料（Ⅱ）及

び「Ｐ１０２」入院ベースアップ評価料並びに「訪問看護療養費に

係る指定訪問看護の費用の額の算定方法」 における「０６」訪問看

護ベースアップ評価料（以下単に「ベースア ップ評価料」とい

う。）の施設基準において、「令和６年度及び令和７年度において

対象職員の賃金（役員報酬を除く。）の改善（定期昇給によるもの

を除く。）を実施しなければならない。」とあるが、ベースア ップ

評価料による収入について、人事院勧告に伴う給与の増加分に用い

てよいか。

差し支えない。

2024/4/12

問５ 「疑義解釈資料の送付について（その１）」（令和６年３月

28日事務連 絡）別添２の問１において、ベースアップ評価料による

収入について、人事院勧告に伴う給与の増加分に用いて差し支えな

い旨があり、さらに同問６において、「届出時点において『賃金改

善計画書』の作成を行っているものの、条例の改正が必要であるこ

と等やむを得ない理由により算定開始月からの賃金改善が実施困難

な場合は、令和６年12 月までに算定開始月まで遡及して賃金改善を

実施する場合に限り、算定開始月から賃金改善を実施したものとみ

なすことができる。」とあるが、ベースアップ評価料の届出及び算

定を開始した後、算定開始月まで遡及して賃金改善を実施する以前

に、人事院勧告を踏まえ、ベースアップ評価料による収入の一部を

令和７年度の賃金の改善等に繰り越すために、賃金改善計画書を修

正してもよいか。

差し支えない。この場合において、修正した「賃金改善計画書」を速やかに地方

厚生（支）局⾧に届け出ること。

5．人事院勧告等に関連するもの

16



2024/6/20

問１ 「疑義解釈資料の送付について（その１）」（令和６年３月

28 日事務連 絡）別添２の問１において、ベースアップ評価料によ

る収入について、人事院勧告に伴う給与の増加分に用いて差し支え

ない旨があるが、当該評価料による収入が人事院勧告に伴う引き上

げ水準を上回る場合であっても、 人事院勧告のベア水準を理由とし

て当該評価料の算定を見送るのではなく、当該評価料を算定した上

でその収入による賃上げを実施することは可能か。

自治体病院の職員の給与については、関係法令に定める均衡の原則等の給与決定

原則に基づき、人事委員会勧告等を踏まえ、各地方公共団体において適切に対応

することとなる。

（参考）「疑義解釈資料の送付について（その１）」（令和６年３月 28 日事務連 絡）

別添２

（問１） 「診療報酬の算定方法」別表第一医科診療報酬点数表（以下「医科点 数表」と

いう。）における「Ｏ１００」外来・在宅ベースアップ評価料 （Ⅰ）、「Ｏ１０１」外

来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）及び「Ｏ１０ ２」入院ベースアップ評価料、「診療

報酬の算定方法」別表第二歯科診 療報酬点数表（以下「歯科点数表」という。）におけ

る「Ｐ１００」歯 科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）、「Ｐ１０１」歯科外来・在

宅ベ ースアップ評価料（Ⅱ）及び「Ｐ１０２」入院ベースアップ評価料並び に「訪問看

護療養費に係る指定訪問看護の費用の額の算定方法」におけ る「０６」訪問看護ベース

アップ評価料（以下単に「ベースアップ評価 料」という。）の施設基準において、「令

和６年度及び令和７年度におい て対象職員の賃金（役員報酬を除く。）の改善（定期昇

給によるものを 除く。）を実施しなければならない。」とあるが、ベースアップ評価料

に よる収入について、人事院勧告に伴う給与の増加分に用いてよいか。 （答）差し支え

ない。
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2024/11/5

問１ 「診療報酬の算定方法」別表第一医科診療報酬点数表（以下

「医科点数 表」という。）における「Ｏ０００」看護職員処遇改善

評価料、別表第二 歯科診療報酬点数表（以下「歯科点数表」とい

う。）における「Ｐ０００」 看護職員処遇改善評価料（以下「看護

職員処遇改善評価料」という。）、医 科点数表における「Ｏ１０

０」外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）、「Ｏ １０１」外来・在

宅ベースアップ評価料（Ⅱ）及び「Ｏ１０２」入院ベー スアップ評

価料、歯科点数表における「Ｐ１００」歯科外来・在宅ベース アッ

プ評価料（Ⅰ）、「Ｐ１０１」歯科外来・在宅ベースアップ評価料

（Ⅱ） 及び「Ｐ１０２」入院ベースアップ評価料並びに「訪問看護

療養費に係る 指定訪問看護の費用の額の算定方法」における「０

６」訪問看護ベースア ップ評価料（以下「ベースアップ評価料」と

いう。）の施設基準において、 賃金の改善を実施する項目以外の賃

金項目(業績等に応じて変動するものを除く。)の水準を低下させて

はならないとされているが、令和６年人事院勧告を踏まえ、配偶者

手当の段階的廃止及び地域手当の引下げを行う場合においても、看

護職員処遇改善評価料及びベースアップ評価料は算定可能か。

令和６年人事院勧告を踏まえ、一部の対象職員の賃金水準が低下した場合であっ

ても、当該医療機関全体の賃金総額にかかる要件を含め、看護職員処遇改善評価

料又はベースアップ評価料の要件を満たしていれば算定可能で ある。すなわ

ち、当該医療機関全体の賃金改善の総額が看護職員処遇改善評 価料及びベース

アップ評価料を算定することによって得られる収入の総額 以上となるようにし

なければならない。 なお、この場合において、既に看護職員処遇改善評価料又

はベースアップ 評価料の届出を行っている保険医療機関については、修正した

「賃金改善計画書」の提出は必須ではないが、再度地方厚生（支）局⾧に提出し

ても差し支えない。

2024/11/5

問２  問１の場合において、賃金の改善を判断する際の①当該評価

料による賃金の改善措置が実施されなかった場合の賃金総額又は給

与総額、②当該評価料による賃金の改善措置が実施された場合の賃

金総額又は給与総額はどのように考えればよいか。

①は各医療機関における賃金改善措置及び令和６年人事院勧告を踏まえ た配偶

者手当の段階的廃止・地域手当の引下げが行われる前の賃金総額又は給与総額、

②は各医療機関における賃金改善措置及び令和６年人事院勧告を踏まえた配偶者

手当の段階的廃止・地域手当の引下げを行った後の賃金総額又は給与総額とす

る。すなわち、賃金改善の総額は②から①を引いた金額となる。
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事務連絡

月日
問い 回答

2024/3/28

問 18  看護職員処遇改善評価料及びベースアップ評価料の施設基

準におい て、「対象医療機関は、当該評価料の趣旨を踏まえ、労働

基準法等を遵守すること。」とあるが、具体的にどのような対応が

必要か。

当該評価料による賃金改善を行うための就業規則等の変更について労働者の過半

数を代表する者の意見を聴くことや、賃金改善に当たって正当な理由なく差別的

な取扱いをしないことなど、労働基準法やその他関 係法令を遵守した対応が必

要である。 その他、賃金改善を行うための具体的な方法については、労使で適

切 に話し合った上で決定することが望ましい。

2024/4/12

問１ 「診療報酬の算定方法」別表第一医科診療報酬点数表（以下

「医科点数表」という。）における「Ｏ０００」及び「診療報酬の

算定方法」別表第 二歯科診療報酬点数表（以下「歯科点数表」とい

う。）における「Ｐ０００」看護職員処遇改善評価料の施設基準に

おける「特定した賃金項目以外 の賃金項目（業績等に応じて変動す

るものを除く。）の水準を低下させてはならないこと。」並びに医

科点数表における「Ｏ１００」外来・在宅ベ ースアップ評価料

（Ⅰ）、「Ｏ１０１」外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ） 及び

「Ｏ１０２」入院ベースアップ評価料、歯科点数表における「Ｐ１

０ ０」歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）、「Ｐ１０１」歯

科外来・在 宅ベースアップ評価料（Ⅱ）及び「Ｐ１０２」入院ベー

スアップ評価料並びに「訪問看護療養費に係る指定訪問看護の費用

の額の算定方法」における「０６」訪問看護ベースアップ評価料

（以下「ベースアップ評価料」という。）の施設基準における「賃

金の改善を実施する項目以外の賃金項目 （業績等に応じて変動する

ものを除く。）の水準を低下させてはならない こと。」について、

新型コロナウイルス感染症対応を行った場合における手当につい

て、感染状況を踏まえて減額・廃止する場合は、業績等に応じ て変

動するものとして賃金項目の水準低下には当たらないものと考えて

よいか。

差し支えない。

6．その他の基準等
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2024/4/26

問１ 新設した医療機関又は訪問看護ステーションにおいて、「診

療報酬の算定方法」別表第一医科診療報酬点数表（以下「医科点数

表」という。）に おける「Ｏ１００」外来・在宅ベースアップ評価

料（Ⅰ）、「Ｏ１０１」外 来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）及び

「Ｏ１０２」入院ベースアップ評価料、「診療報酬の算定方法」別

表第二歯科診療報酬点数表（以下「歯科点数表」という。）におけ

る「Ｐ１００」歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）、「Ｐ１

０１」歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）及び「Ｐ１０２」

入院ベースアップ評価料並びに「訪問看護療養費に係る指定訪問 看

護の費用の額の算定方法」における「０６」訪問看護ベースアップ

評価料（以下単に「ベースアップ評価料」という。）の届出を行う

に当たって、 対象職員に対する給与の支払い実績は必要か。

必要。ベースアップ評価料の種類に応じて、給与の支払い実績として必要な期間

は以下のとおりとする。

○ 外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）、歯科外来・在宅ベースアップ評価料

（Ⅰ）、訪問看護ベースアップ評価料（Ⅰ）については届出前の最低 １月にお

ける給与の支払い実績が必要。

 ○ 外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）、歯科外来・在宅ベースアップ評価料

（Ⅱ）、入院ベースアップ評価料、訪問看護ベースアップ評価料（Ⅱ） につい

ては、届出様式における「前年３月～２月」、「前年６月～５月」、 「前年９

月～８月」、「前年12月～11月」とあるのは、それぞれ「前年12 月～２月」、

「３月～５月」、「６月～８月」、「９月～11 月」と読み替え、 当該期間の給

与の支払い実績が必要。

2024/4/26

問２ 保険医療機関又は指定訪問看護ステーションが合併又は分割

等を行ったために、ベースアップ評価料の届出に当たって対象職員

の人数及び給与総額が実態と大きく異なる場合について、どのよう

に考えたらよいか。

ベースアップ評価料の届出に当たっては、原則として合併又は分割等を行 った

後の保険医療機関又は指定訪問看護ステーションにおける対象職員の人数及び給

与総額に基づくこと。ただし、合併又は分割する前の対象職員の人数及び給与総

額を合算又は按分することにより、当該保険医療機関又は 指定訪問看護ステー

ションの実態に応じた人数及び給与総額を計算できる 場合には、当該人数及び

給与総額を用いて差し支えない。
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